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熊本県障がい者支援課

第６期熊本県障がい福祉計画
・第２期熊本県障がい児福祉計画

成果目標と活動指標〔令和３年度～令和５年度 〕

資料４
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１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実

４ 福祉施設から一般就労への移行等

５

６ 相談支援体制の充実・強化等

７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

８ 発達障がい者等に対する支援

障がい児支援の提供体制の整備等

成果目標と活動指標〔令和３年度～令和５年度 〕
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成果目標

活動指標

○成果目標と活動指標（見込量）との関係

障がい者の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に
対応するため、令和5年度を目標年度とする障がい福祉計画等において必要な
障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標

成果目標を達成するために必要な見込み量等（基本指針 別表第一参照）
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(1)地域生活移行者数の増加
Ｒ元年度末時点の施設入所者数2,836人の6％（173人）以上が
R５年度末までに地域生活へ移行

(2)施設入所者の削減
Ｒ5年度末時点の施設入所者数をR元年度末時点から1.6％（46
人）以上削減

成果目標

【参考】第５期・第６期の目標値の比較

【成果目標】 第５期目標 第６期目標

(1)地域生活移行者数の増加
国 ９％ ６％

県 ８％ ６％

(2)施設入所者の削減
国 ２％ 1.6％

県 ２％ 1.6％

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行
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(1)精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均
生活日数
精神障がい者（入院後１年以内に退院した者に限る）の精神病床か
らの退院後１年以内の地域における生活日数の平均を316日以上

(2)精神病床における１年以上長期入院患者数の減少
R５年度末の1年以上長期入院患者数 (65歳以上)：2,579人

(65歳未満)：920人

(3)精神病床における早期退院率の上昇
R５年度における入院後3か月時点の退院率：69％以上
R５年度における入院後6か月時点の退院率：86％以上
R５年度における入院後1年時点の退院率 ：92％以上

成果目標

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
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【参考】第５期・第６期の目標値の比較

【成果目標】 第５期目標 第６期目標

(1)精神障がい者の精神病床から退院後
１年以内の地域における平均生活日数

316日以上

(2)精神病床における
１年以上長期入院患
者数の減少

65歳以上 3,113人 2,579人

65歳未満 1,273人 920人

(3)精神病床における
早期退院率の上昇

入院後３か月 69％ 69％

入院後６か月 84％ 86％

入院後１年 90％ 92％

※(1)・(3)は、国の目標値と同じ
(2)は、国の目標値設定なし

新

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
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項 目 数 値 考え方

精神病床におけ
る退院患者の退
院後の行き先

在宅 1,000 人 県において、入院中の精神障
害者が地域生活を送るための
基盤整備内容を検討するため
に必要となる、精神病床から
の退院後の行き先別の退院患
者数の見込みを設定

施設
（障がい・介護）

291 人

その他
（他院・自院の
精神病床以外等）

528 人

活動指標

項 目
精神障がい者の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、
自立生活援助の利用者数

令和３年度 令和４年度 令和５年度
考え方

（人／月） （人／月） （人／月）

地域移行支援 現に利用している精神障害者
の数、精神障害者のニーズ、
入院中の精神障害者のうち地
域生活への移行後に各事業の
利用が見込まれる者の数等を
勘案して、利用者数の見込み
を設定

地域定着支援

共同生活援助

自立生活援助

市町村へ照会中

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
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各市町村または各圏域に地域生活支援拠点等を1つ以上確保し、
年１回以上運用状況を検証及び検討

成果目標

○現状
第５期計画終了時点（令和３年３月末）で、全市町村で設置予定。
※圏域での設置を含む

【参考】第５期・第６期の目標値の比較

【成果目標】 第５期目標 第６期目標

地域生活支援拠点
の整備

国 各市町村又は圏域に整備
各市町村又は圏域に整備

及び年１回以上の
運用状況の検証・検討

県 圏域に整備
各市町村又は圏域に整備

及び年１回以上の
運用状況の検証・検討

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実
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成果目標

（１） 福祉施設利用者の一般就労への移行者数の増加
R５年度中に一般就労に移行する者の数
就労移行支援事業等は、R元年度実績の1.27倍（355人）以上

うち、
就労移行支援事業は、R元年度実績の1.30倍(182人)以上
就労継続支援Ａ型事業は、R元年度実績の概ね1.26倍(141人)以上
就労継続支援Ｂ型事業は、R元年度実績の概ね1.23倍(31人)以上

（２） 一般就労移行者に占める就労定着支援事業の利用者の増加
R５年度において、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行す
る者のうち、就労定着支援事業の利用者の割合を全体の７割以上

（３） 就労定着支援事業所の就労定着率の増加
R５年度において、就労定着率が8割以上の就労定着支援事業所を
全体の７割以上

４ 福祉施設から一般就労への移行等
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活動指標

項 目 数 値 考え方

就労移行支援事業等
から一般就労への移
行者数

３５３ 人
Ｒ５年度において、就労移行支援事業等（就労移行
支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型）利用者
のうち、一般就労への移行者数の見込みを設定

職業訓練の受講者数 ２２ 人
Ｒ５年度において、福祉施設から一般就労に移行す
る者のうち、必要な者が職業訓練を受講することが
できるよう、受講者数の見込みを設定

福祉施設から公共職
業安定所への誘導者
数

４１９ 人

Ｒ５年度において、福祉施設利用者のうち、必要な
者が公共職業安定所の支援を受けることができるよ
う、福祉施設から公共職業安定所へ誘導する福祉施
設利用者数の見込みを設定

福祉施設から障害者
就業・生活支援セン
ターへの誘導者数

１０１ 人

Ｒ５年度において、福祉施設から一般就労に移行す
る利用者のうち、必要な者が就労移行支援事業者等
と連携した障害者就業・生活支援センターによる支
援を受けることができるよう、福祉施設から障害者
就業・生活支援センターへ誘導する福祉施設利用者
の数の見込みを設定

公共職業安定所にお
ける福祉施設利用者
の支援

１３３ 人
Ｒ５年度において、福祉施設の利用者のうち、公共
職業安定所の支援を受けて就職する者の数の見込み
を設定

４ 福祉施設から一般就労への移行等
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【参考】第５期・第６期の目標値・活動指標の比較

【成果目標】 第５期目標 第６期目標

(1) 福祉施設利用者の一般就労へ
の移行者数の増加

国 1.5倍以上 1.27倍以上

県 1.5倍以上 1.27倍以上

うち、就労移行支援事業利用者
の一般就労への移行者数の増加

国 1.30倍以上

県 1.30倍以上

うち、就労継続支援Ａ型事業利用
者の一般就労への移行者数の増加

国 概ね1.26倍以上

県 概ね1.26倍以上

うち、就労継続支援Ｂ型事業利用
者の一般就労への移行者数の増加

国 概ね1.23倍以上

県 概ね1.23倍以上

(2) 一般就労移行者に占める就労
定着支援事業利用者の割合

国 7割以上

県 7割以上

(3)就労定着支援事業所全体に占
める就労定着率８割以上の就労定
着支援事業所の割合

国 7割以上

県 7割以上

４ 福祉施設から一般就労への移行等

新

新

新

新

新
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(1)重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センター
の設置及び保育所等訪問支援の充実

・R５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも
１か所以上設置（市町村単独での確保が困難な場合には、圏域）

・R５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利
用できる体制を構築

(2)難聴児支援のための中核的機能を有する体制の構築
R５年度末までに、難聴児支援のための中核機能を果たす体制の確
保・充実を図る。

成果目標

５ 障がい児支援の提供体制の整備等
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(3)主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等
デイサービス事業所の確保
R５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援
事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１
か所以上確保(市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保)

(4)医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディ
ネーターの配置
R５年度末までに、県、各障がい保健福祉圏域及び各市町村におい
て、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図
るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコー
ディネーターを配置(市町村単独での確保が困難な場合には、県が関
与した上での圏域での設置)

成果目標

５ 障がい児支援の提供体制の整備等
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【参考】第５期・第６期の目標値の比較

※(2)は、第６期新規目標 (3)は、第５期目標と同じ
また、(2)・(3)は、国の目標と同じ

【成果目標】 第５期目標 第６期目標

(1)重層的な地
域支援体制の構
築を目指すため
の児童発達支援
センターの設置
及び保育所等訪
問支援の充実

国

センター：市町村に１か所
以上※圏域でも可
保訪：全市町村で支援が利
用できる体制を構築

センター：市町村に１か所
以上※圏域でも可
保訪：全市町村で支援が利
用できる体制を構築

県

センター：圏域に１か所以
上
保訪：全市町村で支援が利
用できる体制を構築

センター：市町村に１か所
以上※圏域でも可
保訪：全市町村で支援が利
用できる体制を構築

(4)医療的ケア
児支援のための
関係機関の協議
の場の設置及び
コーディネー
ターの配置

国
県・圏域・市町村に協議の
場の設置 ※市町村単独が
困難な場合は圏域

第５期目標及びコーディ
ネーターの配置※市町村単
独が困難な場合は圏域

県
県・圏域・市町村に協議の
場の設置 ※市町村単独が
困難な場合は圏域

第５期目標及びコーディ
ネーターの配置※市町村単
独が困難な場合は圏域

５ 障がい児支援の提供体制の整備等
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R５年度末までに、県や市町村において、サービスの質の向上を図る
ための取組みに係る体制を構築

成果目標

活動指標

項 目 数 値 考え方

指導監査結果の関係市町
村との共有

年 ２ 回

県が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指
定障害児通所支援事業者等に対する指導監査の適
正な実施とその結果を関係自治体と共有する体制
の有無及びその共有回数の見込み

R５年度末までに、市町村又は圏域において、総合的・専門的な相
談支援の実施及び地域の相談支援体制の充実を図る

成果目標 ※第６期新規目標、国の目標と同じ

※第６期新規目標、国の目標と同じ

６ 相談支援体制の充実・強化等

７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
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活動指標

項 目 数値 考え方

発達障害者支援地域協
議会の開催数

2 回
地域の支援体制の課題の把握及び対応についての検
討を行うために必要な開催回数の見込みを設定

発達障害者支援セン
ターによる相談支援件
数

7,100 件

現状の相談件数、発達障害者等のニーズのうち、市
町村等での対応が困難であり発達障害者支援セン
ターによる相談支援が真に必要と判断される数を勘
案して、相談件数の見込みを設定

発達障害者支援セン
ター及び発達障害者地
域支援マネジャーの関
係機関への助言件数

461 件

現状の助言件数、発達障害者等のニーズのうち、市
町村等での対応が困難であり発達障害者支援セン
ターあるいは発達障害者地域支援マネジャーの助言
を必要とする数を勘案して、助言件数の見込みを設
定

発達障害者支援セン
ター及び発達障害者地
域支援マネジャーの外
部機関や地域住民への
研修、啓発件数

920 件

現状の研修及び啓発件数を勘案し、個々の発達障害
の特性に関する理解が図られるために必要な研修、
啓発件数の見込みを設定

８ 発達障がい者等に対する支援
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活動指標

項 目 数値 考え方

ペアレントトレーニン
グやペアレントプログ
ラム等の支援プログラ
ム等の受講者数

● 人

現状のペアレントトレーニングやペアレントプログラ
ム等の支援プログラム等の実施状況及び市町村等にお
ける発達障害者等の数を勘案し、受講者数の見込みを
設定

ペアレントメンターの
人数

● 人
現状のペアレントメンター養成研修等の実施状況及び
市町村等における発達障害者等の数を勘案し、ペアレ
ントメンターの人数の見込みを設定

ピアサポートの活動へ
の参加人数

● 人
現状のピアサポートの活動状況及び市町村等における
発達障害者等の数を勘案し、数の見込みを設定

市
町
村
へ
照
会
中

８ 発達障がい者等に対する支援


